
 

 

協定項目２３－１４資料 

 

その他の福祉事業について 

 

 

１ 協定項目の要旨・留意点 

① 国等の制度に基づいて実施している事業は、現行のとおり実施する。 

② 地域格差が生じないよう統合又は再編し、充実に努める。 

③ 関連資料については、別紙のとおり。 

 

２ 提案の理由 

その他の福祉事業については、国等の制度に基づいて実施している事業は引き続き推進し、充実に努

めることが適当である。 

独自制度による事業は、従来の実績を尊重し、区域内全体の均衡の保たれた調整が必要である。 

 

３ 協定（協議）先進事例 

   

広島県高田郡６町合併協議会（平成１６年３月１日目標 新設合併） 

 ①その他の福祉事業については、各町でのこれまでの取り組みを踏まえ、新市全域へサービ

スの拡大を図るよう調整する。 

 

東京都西東京市(平成１３年１月２１日 新設合併)         

①その他の福祉事業については、社会経済状況の変化、少子高齢化の進展などに伴い、量から

質への転換になっていることを踏まえ、今後の福祉施策の方向性を総合的に勘案しながら調整

するものとする。 

 

岩手県北上市（平成３年４月１日 新設合併） 

①３市町村のうち２以上の市町村で行っている事業については、原則として最も水準の高い制度に

統一する。 

②独自に行っている事業については、これまでの実績を尊重しつつ、新市全域の均衡に配慮して

調整する。 

 

 

４ 参考法令 

民生委員法（昭和２３年法律１９８号） 

第４条 民生委員の定数は、厚生労働大臣の定める基準に従い、都道府県知事が、前条の区域ごとに、 

  その区域を管轄する市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ）の意見をきいて、これを定める。 

 

災害救助法（昭和２２年法律１１８号） 

第１条 この法律、災害に際して、国が地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下

に応急的に、必要な救助を行い、災害にかかつた者の保護と社会の秩序の保全を図ることを目的とす 

  る。 



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表 住民健康福祉部会　　福祉分科会

川内市 樋脇町 入来町 東郷町 祁答院町 里　村 上甑村 下甑村 鹿島村 調整の具体的方針（案）

　　 ２３－１４　　その他の福祉事業

　・民生委員・児童委員協議会事務局は、今後の事務局のあり方等について調整を要するため、新市に移行後、速やかに調整する。

協　定　項　目

民生委員・児童委員協議会
事務局

調　整　方　針

項　　　　　目

（概要）
民生委員及び児童委
員活動を円滑に推進
し、地域福祉の増進
に寄与するため、定
例会及び研修会等を
実施する。

(役員）
会長・副会長・監事

（分掌事務）
①各種文書の受理・
報告・回答
②民児協会長連絡会
議の開催
③地区民児協連絡会
議の会場確保・資料
作成
④下甑村民生委員児
童委員協議会の開催
⑤会員研修会の開催
⑥各種研修会等への
参加及び連絡調整
⑦補助金・交付金等
の申請事務
⑧連合会の一般会計
及び特別会計の予算
執行事務

（概要）
民生委員及び児童委
員活動を円滑に推進
し、地域福祉の増進
に寄与するため、定
例会及び研修会等を
実施する。

(役員）
会長・副会長・監事

（分掌事務）
①各種文書の受理・
報告・回答
②民児協会長連絡会
議の開催
③地区民児協連絡会
議の会場確保・資料
作成
④鹿島村民生委員児
童委員協議会の開催
⑤会員研修会の開催
⑥各種研修会等への
参加及び連絡調整
⑦補助金・交付金等
の申請事務
⑧連合会の一般会計
及び特別会計の予算
執行事務

今後の事務局のあり方等に
ついて調整を要するため、
新市に移行後、速やかに調
整する
。

（概要）
川内市内の単位民生
委員児童委員協議会１
１団体から組織されて
いる連合会事務局であ
る。

(役員）
会長・副会長・監事２
名・事務局職員

（分掌事務）
①各種文書の受理・報
告・回答
②民児協会長連絡会
議の開催
③地区民児協連絡会
議の会場確保・資料作
成
④川内市民生委員児
童委員協議会連合会
大会の開催
⑤会員研修会の開催
⑥各種研修会等への
参加及び連絡調整
⑦補助金・交付金等の
申請事務
⑧連合会の一般会計
及び特別会計の予算
執行事務

（概要）
民生委員・児童委員
の活動を円滑に推進
し、地域福祉の増進
に寄与するため、定
例会及び研修会等を
実施する。

(役員）
会長・副会長・監事

（分掌事務）
①各種文書の受理・
報告・回答
②民児協会長連絡会
議の開催
③地区民児協連絡会
議の会場確保・資料
作成
④樋脇町民生委員児
童委員協議会の開催
⑤会員研修会の開催
⑥各種研修会等への
参加及び連絡調整
⑦補助金・交付金等
の申請事務
⑧連合会の一般会計
及び特別会計の予算
執行事務

（概要）
民生委員・児童委員
の活動を円滑に推進
し、地域福祉の増進
に寄与するため、定
例会及び研修会等を
実施する。

(役員）
会長・副会長・監事

（分掌事務）
①各種文書の受理・
報告・回答
②入来町民生委員児
童委員協議会の開催
③校区民児協会議の
会場確保・資料作成
④会員研修会の開催
⑤各種研修会等への
参加及び連絡調整
⑥補助金・交付金等
の申請事務
⑦協議会の一般会計
及び特別会計の予算
執行事務

（概要）
民生委員・児童委員
の活動を円滑に推進
し、地域福祉の増進
に寄与するため、定
例会及び研修会等を
実施する。

(役員）
会長・副会長・監事

（分掌事務）
①各種文書の受理・
報告・回答
②民児協会長連絡会
議の開催
③地区民児協連絡会
議の会場確保・資料
作成
④東郷町民生委員児
童委員協議会の開催
⑤会員研修会の開催
⑥各種研修会等への
参加及び連絡調整
⑦補助金・交付金等
の申請事務
⑧連合会の一般会計
及び特別会計の予算
執行事務

（概要）
民生委員・児童委員
の活動を円滑に推進
し、地域福祉の増進
に寄与するため、定
例会及び研修会等を
実施する。

(役員）
会長・副会長・監事

（分掌事務）
①各種文書の受理・
報告・回答
②民児協会長連絡会
議の開催
③地区民児協連絡会
議の会場確保・資料
作成
④祁答院町民生委員
児童委員協議会の開
催
⑤会員研修会の開催
⑥各種研修会等への
参加及び連絡調整
⑦補助金・交付金等
の申請事務
⑧連合会の一般会計
及び特別会計の予算
執行事務

（概要）
民生委員及び児童委
員活動を円滑に推進
し、地域福祉の増進
に寄与するため、定
例会及び研修会等を
実施する。

(役員）
会長・副会長・監事

（分掌事務）
①各種文書の受理・
報告・回答
②民児協会長連絡会
議の開催
③地区民児協連絡会
議の会場確保・資料
作成
④里村民生委員児童
委員協議会の開催
⑤会員研修会の開催
⑥各種研修会等への
参加及び連絡調整
⑦補助金・交付金等
の申請事務
⑧連合会の一般会計
及び特別会計の予算
執行事務

（概要）
民生委員及び児童委
員活動を円滑に推進
し、地域福祉の増進
に寄与するため、定
例会及び研修会等を
実施する。

(役員）
会長・副会長・監事

（分掌事務）
①各種文書の受理・
報告・回答
②民児協会長連絡会
議の開催
③地区民児協連絡会
議の会場確保・資料
作成
④上甑村民生委員児
童委員協議会の開催
⑤会員研修会の開催
⑥各種研修会等への
参加及び連絡調整
⑦補助金・交付金等
の申請事務
⑧連合会の一般会計
及び特別会計の予算
執行事務



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表 住民健康福祉部会　　福祉分科会

川内市 樋脇町 入来町 東郷町 祁答院町 里　村 上甑村 下甑村 鹿島村 調整の具体的方針（案）

(目的）
赤十字の理想とする
人道的責務を達成す
る。

（事務内容）
①災害義援金の受け
つけ
②赤十字の救援物資
の配分
③共同募金

社会福祉協議会や婦人会が
実施しているため、廃止の
方向で調整する。

樋脇町社会福祉協議
会が実施する日本赤
十字社関係事業の広
報啓発を行う。

（目的）
人々の苦痛の軽減、
疾病の予防、健康の
増進及び社会福祉の
増進のため、赤十字
奉仕団をはじめボラ
ンティアの支援を得
ながら、支部及び施
設、地区・分区が一
体となって、積極的
に事業の推進を図
り、赤十字の使命達
成に努める。

（事業内容）
①国際活動
②災害救助
③救急法・家庭看護
法等の講習
④赤十字奉仕団
⑤赤十字防災ボラン
ティア
⑥青少年赤十字
⑦福祉事業
⑧援護事業
⑨赤十字大会と思想
普及事業
⑩社員増強運動
⑪医療事業
⑫血液事業
⑬社会福祉事業

(奉仕団構成)
上甑村地域婦人連絡
協議会の組織の中で
構成されている。
委員長・副委員長・
書記・会計

協　定　項　目 　　 ２３－１４　　その他の福祉事業

調　整　方　針 　・日本赤十字社関係は、社会福祉協議会や婦人会が実施しているため、廃止の方向で調整する。

項　　　　　目

東郷町社会福祉協議
会が実施する日本赤
十字社関係事業の広
報啓発を行う。

日本赤十字社関係



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表 住民健康福祉部会　　福祉分科会

川内市 樋脇町 入来町 東郷町 祁答院町 里　村 上甑村 下甑村 鹿島村 調整の具体的方針（案）

調　整　方　針 　・社会福祉協議会委託は、委託業務等の内容が異なっており、合併時に、新たな制度等を制定する。

項　　　　　目

協　定　項　目 　　 ２３－１４　　その他の福祉事業

社会福祉協議会委託 （目的）
市で実施する事業等に
ついて、福祉関係の中
核となっている社会福
祉協議会へ委託するこ
とで、より市民へ密着し
た活動を行うことにより
福祉の充実を図る。

（委託業務内容）
〇障害福祉関係
①川内勤労身体障害
者教養文化施設管理
運営業務委託
②川内市アーチェリー
場管理運営委託
③川内市身体障害者リ
フト付福祉バス運行業
務委託
④川内市身体障害者
スポーツ教室開催事業
委託
⑤川内市身体障害者
機能回復訓練指導事
業委託
⑥川内市心身障害児
通園事業委託（つくし
園）
〇児童福祉関係
①川内市児童クラブ館
管理運営業務委託
②川内市児童館管理
運営業務委託
〇高齢者福祉関係
①川内市老人バス管
理運行業務委託
②川内市屋内ゲート
ボール場施設管理運
営業務委託

（委託先）
川内市社会福祉協議
会

（目的）
生活支援型、身体障
害者のホームヘルプ
サービス等の事業を
行う。

（委託業務内容）
①生活支援型ホーム
ヘルプサービス業務
②身体障害者ホーム
ヘルプサービス業務
③在宅福祉アドバイ
ザー業務

（委託先）
樋脇町社会福祉協議
会

（目的）
町で実施する事業等
について、福祉関係
の中核となっている
社会福祉協議会へ委
託することで、より
町民へ密着した活動
を行うことにより福
祉の充実を図る。

（委託業務内容）
①在宅福祉アドバイ
ザー事業委託
②在宅ねたきり老人
等寝具洗濯サービス
事業委託
③福祉給食サービス
事業委託
④LSA（生活援助員）
派遣事業委託
⑤ホームヘルプ派遣
事業委託
⑥生活支援型ホーム
ヘルプサービス事業
委託
⑦生活支援型ホーム
ヘルプサービス事業
委託
⑧入来町高齢者福祉
センター管理運営委
託
⑨ミニデイサービス
事業委託

（委託先）
入来町社会福祉協議
会

（目的）
村で実施している各
種を村内の福祉関係
の中心施設である社
会福祉協議会を通じ
て行うことで、より
地域に密着した事業
として活用頂くこと
で、地域の福祉の充
実を図ることを目的
とする。

（委託業務内容）
①敬老年金支給事業
②ねたきり老人等介
護手当て事業
③ねたきり老人等紙
おむつ支給事業
④生きがい対応型デ
イサービス事業
⑤生活支援型ホーム
ヘルプサービス事業
⑥高齢者訪問給食
サービス事業
⑦高齢者生活福祉セ
ンター運営事業
⑧生活支援移送サー
ビス事業

（委託先）
下甑村社会福祉協議
会

委託業務等の内容が異なっ
ており、合併時に、新たな
制度等を制定する。

(目的）
町で実施している各
種の事業を町内の福
祉関係の中心施設で
ある社会福祉協議会
を通じて行うこと
で、より地域に密着
した事業として活用
頂くことで、地域の
福祉の充実を図る。

（委託業務内容）
①生活支援ホームヘ
ルプサービス事業
②独居老人声かけ事
業
③給食サービス事業
④まごころ郵便事業
⑤知的障害者デイ
サービス事業
⑥居宅介護等事業
（精神関係）
（委託先）
東郷町社会福祉協議
会

(目的）
町で実施している各
種の事業を町内の福
祉関係の中心施設で
ある社会福祉協議会
を通じて行うこと
で、より地域に密着
した事業として活用
頂くことで、地域の
福祉の充実を図る。

（委託業務内容）
①軽度生活支援事業
②ホームヘルプサー
ビス事業
③在宅福祉アドバイ
ザー事業
④地域福祉活動事業
⑤高齢者地域支援体
制整備・評価事業

（委託先）
祁答院町社会福祉協
会

（目的）
村で実施している各
種の事業を村内の福
祉関係の中心施設で
ある社会福祉協議会
を通じて行うこと
で、より地域に密着
した事業として活用
頂くことで、地域の
福祉の充実を図るこ
とを目的とする。

（委託業務内容）
①在宅介護支援セン
ター運営委託事業
②生活支援ハウス運
営
③生きがい対応型デ
イサービス事業
④「食」の自立支援
事業運営
⑤へき地保育所「友
愛園」管理運営委託
事業

（委託先）
里村社会福祉協議会

（目的）
村で実施している各
種の事業を村内の福
祉関係の中心施設で
ある社会福祉協議会
を通じて行うこと
で、より地域に密着
した事業として活用
頂くことで、地域の
福祉の充実を図るこ
とを目的とする。

（委託業務内容）
①身体障害者ホーム
ヘルプサービス事業
②在宅介護支援セン
ター運営委託事業
③高齢者訪問給食
サービス事業
④高齢者地域支援体
制整備・評価事業

（委託先）
上甑村社会福祉協議
会

（目的）
村で実施している
各種を村内の福祉
関係の中心施設で
ある社会福祉協議
会を通じて行うこ
とで、より地域に
密着した事業とし
て活用頂くこと
で、地域の福祉の
充実を図ることを
目的とする。

（委託業務内容）
①敬老年金支給事
業
②ねたきり老人等
介護手当て事業
③ねたきり老人等
紙おむつ支給事業
④生きがい対応型
デイサービス事業
⑤生活支援型ホー
ムヘルプサービス
事業
⑥在宅介護支援セ
ンター運営事業
⑦福祉センター生
活援助員事業
⑧ごみ処理管理事
業
⑨し尿処理管理運
営事業
⑩葬祭場管理事業

（委託先）
鹿島村社会福祉協
議会



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表 住民健康福祉部会　　福祉分科会

川内市 樋脇町 入来町 東郷町 祁答院町 里　村 上甑村 下甑村 鹿島村 調整の具体的方針（案）

（目的）
民生・児童委員に欠
員が生じた場合や、
改選の時期に町内の
各種団体から選ばれ
た委員を通じて、各
地域の方々からあら
かじめ分けてある地
域から委員となる方
を推薦して頂き、そ
の方々について資格
の審査等を行う。

（組織）
入来町民生委員推薦
会

（推薦会委員）
・委員は、町長が委
嘱する。
・任期３年間
・委員数１４名

（内訳）
・１号委員議員２名
・２号委員民生委員
２名
・３号委員社会福祉
事業の実施に関係あ
る者２名
・４号委員社会福祉
関係団体の代表２名
・５号委員教育に関
係ある者２名
・６号委員関係行政
機関の職員２名
・７号委員学識経験
のある者２名

（目的）
民生・児童委員に欠
員が生じた場合や、
改選の時期に町内の
各種団体から選ばれ
た委員を通じて、各
地域の方々からあら
かじめ分けてある地
域から委員となる方
を推薦して頂き、そ
の方々について資格
の審査等を行う。

（組織）
東郷町民生委員推薦
会

（推薦会委員）
・委員は、町長が委
嘱する。
・任期３年間
・委員数１４名

（内訳）
・１号委員議員２名
・２号委員民生委員
２名
・３号委員社会福祉
事業の実施に関係あ
る者２名
・４号委員社会福祉
関係団体の代表２名
・５号委員教育に関
係ある者２名
・６号委員関係行政
機関の職員２名
・７号委員学識経験
のある者２名

民生委員推薦会 （目的）
一斉改選時に、民生
委員の推薦を行うた
め民生委員推薦会を
開催する。

（組織）
鹿島村民生委員推薦
会

（推薦会委員）
・委員は、村長が委
嘱する。
・任期３年間
・委員数７名

（内訳）
・１号委員議員１名
・２号委員民生委員
１名
・３号委員社会福祉
事業の実施に関係あ
る者１名
・４号委員社会福祉
関係団体の代表１名
・５号委員教育に関
係ある者１名
・６号委員関係行政
機関の職員１名
・７号委員学識経験
のある者１名

推薦委員の選出法等が異
なっており、合併時に、新
たな制度等を制定する。

（目的）
民生委員・児童委員
及び主任児童委員の
一斉改選時に、地域
の公民館長５名に内
申依頼をし、地区公
民館長さんから出て
きた内申に基づき、
民生委員の推薦を行
うための民生委員推
薦会を開催する。

（組織）
祁答院町民生委員推
薦会

（推薦会委員）
・委員は、町長が委
嘱する。
・任期３年間
・委員数１４名

（内訳）
・１号委員議員２名
・２号委員民生委員
２名
・３号委員社会福祉
事業の実施に関係あ
る者２名
・４号委員社会福祉
関係団体の代表２名
・５号委員教育に関
係ある者２名
・６号委員関係行政
機関の職員２名
・７号委員学識経験
のある者２名

（目的）
一斉改選時に、自治
会長に内申依頼を
し、自治会長から出
てきた内申に基づ
き、民生委員の推薦
を行うため民生委員
推薦会開催を行う。

（組織）
里村民生委員推薦会

（推薦会委員）
・委員は、村長が委
嘱する。
・任期３年間
・委員数７名

（内訳）
・１号委員議員１名
・２号委員民生委員
１名
・３号委員社会福祉
事業の実施に関係あ
る者１名
・４号委員社会福祉
関係団体の代表１名
・５号委員教育に関
係ある者１名
・６号委員関係行政
機関の職員１名
・７号委員学識経験
のある者１名

（目的）
一斉改選時に、公民
館長に内申依頼を
し、公民館長から出
てきた内申に基づ
き、民生委員の推薦
を行うため民生委員
推薦会を開催する。

（組織）
上甑村民生委員推薦
会

（推薦会委員）
・委員は、村長が委
嘱する。
・任期３年間
・委員数７名

（内訳）
・１号委員議員１名
・２号委員民生委員
１名
・３号委員社会福祉
事業の実施に関係あ
る者１名
・４号委員社会福祉
関係団体の代表１名
・５号委員教育に関
係ある者１名
・６号委員関係行政
機関の職員１名
・７号委員学識経験
のある者１名

（目的）
民生委員法により民
生委員の推薦を行う
ため民生委員推薦会
を開催する。

（組織）
下甑村民生委員推薦
会

（推薦会委員）
・委員は、村長が委
嘱する。
・任期３年間
・委員数７名

（内訳）
・第1号議会議員1名
・第2号民生委員1名
・第3号社会福祉事業
の実施に関係ある者1
名
・第4号村の区域を単
位とする社会福祉関
係団体の代表1名
・第5号教育に関係の
ある者1名
・第6号関係行政機関
の職員1名
・第7号学識経験のあ
る者1名

（目的）
民生委員推薦会は、地
方自治法により市の付
属機関として設置しな
ければならない。
推薦会は、民生委員児
童委員の候補者を県
知事に推薦するために
選出区分から選出され
た候補者の適否につい
て審議し適任者を選出
しなければならない。

（組織）
川内市民生委員推薦
会

（推薦会委員）
・委員は、市長が委嘱
する。
・任期３年間
・委員数１４名

（内訳）
・１号委員議員２名
・２号委員民生委員２名
・３号委員社会福祉事
業関係者２名
・４号委員社会福祉団
体の代表者２名
・５号委員教育関係者２
名
・６号委員行政機関の
関係者２名
・７号委員学識経験者２
名

（民生委員児童委員候
補者の選任方法）
民生委員児童委員及
び主任児童委員選任
に関する規程により選
任する。

（目的）
民生委員推薦会は、
地方自治法により町
の付属機関として設
置しなければならな
い。
推薦会は、民生委員
児童委員の候補者を
県知事に推薦するた
めに選出区分から選
出された候補者の適
否について審議し適
任者を選出しなけれ
ばならない。

（組織）
樋脇町民生委員推薦
会

（推薦会委員）
・委員は、町長が委
嘱する。
・任期３年間
・委員数１４名

（内訳）
・１号委員議員２名
・２号委員民生委員
２名
・３号委員社会福祉
事業関係者２名
・４号委員社会福祉
団体の代表者２名
・５号委員教育関係
者２名
・６号委員行政機関
の関係者２名
・７号委員学識経験
者２名

（民生委員児童委員
候補者の選任方法）
町が推薦し、推薦委
員会で協議し、選任
する。

項　　　　　目

協　定　項　目 　　 ２３－１４　　その他の福祉事業

調　整　方　針 　・民生委員推薦会は、推薦委員の選出法等が異なっており、合併時に、新たな制度等を制定する。



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表 住民健康福祉部会　　福祉分科会

川内市 樋脇町 入来町 東郷町 祁答院町 里　村 上甑村 下甑村 鹿島村 調整の具体的方針（案）

（目的）
民生委員制度４０周年
の記念事業として民生
委員記念林を設定し、
将来これから生ずる利
益を樋脇町社会福祉事
業運営の資金に充て
る。
（事業内容）
①火災の予防及び消防
②盗伐、誤伐、侵墾そ
の他の加害行為の予防
及び防止
③病害虫の駆除
④境界標その他標識の
設置保存
⑤看守人の設置
⑥その他造林地保存の
ため、町において必要
と認める事業
（活動）
民生委員による下草払
いを実施し、林地管理
を実施している。

廃止の方向で調整する。

(目的）
暴風豪雨等の自然災
害により死亡した市民
の遺族に対し、弔慰金
を支給を行い、自然災
害により精神又は身体
的に著しい障害を受け
た市民に災害障害見
舞金の支給を行う。

(負担割合）
国１/2県1/4市1/4

（目的）
暴風豪雨等の自然災害
により死亡した町民の
遺族に対し、弔慰金を
支給を行い、自然災害
により精神又は身体的
に著しい障害を受けた
町民に災害障害見舞金
の支給を行う。
（概要）
①災害により死亡され
た住民の遺族に弔慰金
を支給する。
・生計維持者の死亡500
万円
・その他の者の死亡250
万円
②災害により精神又は
身体に著しい障害を受
けた者に災害障害見舞
金を支給する。
・生計維持者が障害を
受けた場合250万円
・その他の者の障害を
受けた場合125万円
（手順）
町が、被害の状況、遺
族の状況等必要な調査
を行い支給を決定す
る。
(負担割合）
国１/2県1/4町1/4

（目的）
暴風豪雨等の自然災害
により死亡した町民の
遺族に対し、弔慰金を
支給を行い、自然災害
により精神又は身体的
に著しい障害を受けた
町民に災害障害見舞金
の支給を行う。
（概要）
①災害により死亡され
た住民の遺族に弔慰金
を支給する。
・生計維持者の死亡500
万円
・その他の者の死亡250
万円
②災害により精神又は
身体に著しい障害を受
けた者に災害障害見舞
金を支給する。
・生計維持者が障害を
受けた場合250万円
・その他の者の障害を
受けた場合125万円
（手順）
町が、被害の状況、遺
族の状況等必要な調査
を行い支給を決定す
る。
(負担割合）
国１/2県1/4町1/4

（目的）
暴風豪雨等の自然災害
により死亡した町民の
遺族に対し、弔慰金を
支給を行い、自然災害
により精神又は身体的
に著しい障害を受けた
町民に災害障害見舞金
の支給を行う。
（概要）
①災害により死亡され
た住民の遺族に弔慰金
を支給する。
・生計維持者の死亡500
万円
・その他の者の死亡250
万円
②災害により精神又は
身体に著しい障害を受
けた者に災害障害見舞
金を支給する。
・生計維持者が障害を
受けた場合250万円
・その他の者の障害を
受けた場合125万円
（手順）
町が、被害の状況、遺
族の状況等必要な調査
を行い支給を決定す
る。
(負担割合）
国１/2県1/4町1/4

（目的）
暴風豪雨等の自然災害
により死亡した町民の
遺族に対し、弔慰金を
支給を行い、自然災害
により精神又は身体的
に著しい障害を受けた
町民に災害障害見舞金
の支給を行う。
（概要）
①災害により死亡され
た住民の遺族に弔慰金
を支給する。
・生計維持者の死亡500
万円
・その他の者の死亡250
万円
②災害により精神又は
身体に著しい障害を受
けた者に災害障害見舞
金を支給する。
・生計維持者が障害を
受けた場合250万円
・その他の者の障害を
受けた場合125万円
（手順）
町が、被害の状況、遺
族の状況等必要な調査
を行い支給を決定す
る。
(負担割合）
国１/2県1/4町1/4

（目的）
暴風豪雨等の自然災害
により死亡した村民の
遺族に対し、弔慰金を
支給を行い、自然災害
により精神又は身体的
に著しい障害を受けた
村民に災害障害見舞金
の支給を行う。
（概要）
①災害により死亡され
た住民の遺族に弔慰金
を支給する。
・生計維持者の死亡500
万円
・その他の者の死亡250
万円
②災害により精神又は
身体に著しい障害を受
けた者に災害障害見舞
金を支給する。
・生計維持者が障害を
受けた場合250万円
・その他の者の障害を
受けた場合125万円
（手順）
村が、被害の状況、遺
族の状況等必要な調査
を行い支給を決定す
る。
(負担割合）
国１/2県1/4村1/4

（目的）
暴風豪雨等の自然災害
により死亡した村民の
遺族に対し、弔慰金を
支給を行い、自然災害
により精神又は身体的
に著しい障害を受けた
村民に災害障害見舞金
の支給を行う。
（概要）
①災害により死亡され
た住民の遺族に弔慰金
を支給する。
・生計維持者の死亡500
万円
・その他の者の死亡250
万円
②災害により精神又は
身体に著しい障害を受
けた者に災害障害見舞
金を支給する。
・生計維持者が障害を
受けた場合250万円
・その他の者の障害を
受けた場合125万円
（手順）
村が、被害の状況、遺
族の状況等必要な調査
を行い支給を決定す
る。
(負担割合）
国１/2県1/4村1/4

（目的）
暴風豪雨等の自然災害
により死亡した村民の
遺族に対し、弔慰金を
支給を行い、自然災害
により精神又は身体的
に著しい障害を受けた
村民に災害障害見舞金
の支給を行う。
（概要）
①災害により死亡され
た住民の遺族に弔慰金
を支給する。
・生計維持者の死亡500
万円
・その他の者の死亡250
万円
②災害により精神又は
身体に著しい障害を受
けた者に災害障害見舞
金を支給する。
・生計維持者が障害を
受けた場合250万円
・その他の者の障害を
受けた場合125万円
（手順）
村が、被害の状況、遺
族の状況等必要な調査
を行い支給を決定す
る。
(負担割合）
国１/2県1/4村1/4

（目的）
暴風豪雨等の自然災害
により死亡した村民の
遺族に対し、弔慰金を
支給を行い、自然災害
により精神又は身体的
に著しい障害を受けた
村民に災害障害見舞金
の支給を行う。
（概要）
①災害により死亡され
た住民の遺族に弔慰金
を支給する。
・生計維持者の死亡500
万円
・その他の者の死亡250
万円
②災害により精神又は
身体に著しい障害を受
けた者に災害障害見舞
金を支給する。
・生計維持者が障害を
受けた場合250万円
・その他の者の障害を
受けた場合125万円
（手順）
村が、被害の状況、遺
族の状況等必要な調査
を行い支給を決定す
る。
(負担割合）
国１/2県1/4村1/4

現行のまま新市に引き継
ぐ。

協　定　項　目 　　 ２３－１４　　その他の福祉事業

調　整　方　針
　・樋脇町民生委員記念林造成管理計画は、廃止の方向で調整する。
　・災害弔慰金・災害障害見舞金支給は、現行のまま新市に引き継ぐ。

樋脇町民生委員記念林造成
管理計画

災害弔慰金・災害障害見舞
金支給

項　　　　　目



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表 住民健康福祉部会　　福祉分科会

川内市 樋脇町 入来町 東郷町 祁答院町 里　村 上甑村 下甑村 鹿島村 調整の具体的方針（案）

（目的）
自然災害により被害
を受けた世帯の世帯
主に対し、災害援護
資金を貸し付ける。

（内容）
①世帯主の療養に要
する期間がおおむね
１月以上の負傷の場
合
イ家財又は住居の被
害金がその価値の1/3
以上の場合150万円
ロ家財の被害があ
り、かつ、住居の損
害がない場合250万円
ハ住居が半壊した場
合270万円
ニ住居が全壊した場
合350万円

②世帯主の負傷がな
い場合
イ家財に損害があ
り、かつ、住居の損
害がない場合150万円
ロ住居が半壊した場
合170万円
ハ住居が全壊した場
合（ニの場合を除
く）250万円
ニ住居の全体が滅失
若しくは流失した場
合350万円

利率年３％
償還期間１０年（内
据置３年）

（貸付方法）
借り入れの申し込み
を受けたときは、そ
の内容を検討のう
え、被害の状況・所
得等の調査を行い貸
し付ける。

（目的）
自然災害により被害
を受けた世帯の世帯
主に対し、災害援護
資金を貸し付ける。

（内容）
①世帯主の療養に要
する期間がおおむね
１月以上の負傷の場
合
イ家財又は住居の被
害金がその価値の1/3
以上の場合150万円
ロ家財の被害があ
り、かつ、住居の損
害がない場合250万円
ハ住居が半壊した場
合270万円
ニ住居が全壊した場
合350万円

②世帯主の負傷がな
い場合
イ家財に損害があ
り、かつ、住居の損
害がない場合150万円
ロ住居が半壊した場
合170万円
ハ住居が全壊した場
合（ニの場合を除
く）250万円
ニ住居の全体が滅失
若しくは流失した場
合350万円

利率年３％
償還期間１０年（内
据置３年）

（貸付方法）
借り入れの申し込み
を受けたときは、そ
の内容を検討のう
え、被害の状況・所
得等の調査を行い貸
し付ける。

（目的）
自然災害により被害
を受けた世帯の世帯
主に対し、災害援護
資金を貸し付ける。

（内容）
①世帯主の療養に要
する期間がおおむね
１月以上の負傷の場
合
イ家財又は住居の被
害金がその価値の1/3
以上の場合150万円
ロ家財の被害があ
り、かつ、住居の損
害がない場合250万円
ハ住居が半壊した場
合270万円
ニ住居が全壊した場
合350万円

②世帯主の負傷がな
い場合
イ家財に損害があ
り、かつ、住居の損
害がない場合150万円
ロ住居が半壊した場
合170万円
ハ住居が全壊した場
合（ニの場合を除
く）250万円
ニ住居の全体が滅失
若しくは流失した場
合350万円

利率年３％
償還期間１０年（内
据置３年）

（貸付方法）
借り入れの申し込み
を受けたときは、そ
の内容を検討のう
え、被害の状況・所
得等の調査を行い貸
し付ける。

（目的）
自然災害により被害
を受けた世帯の世帯
主に対し、災害援護
資金を貸し付ける。

（内容）
①世帯主の療養に要
する期間がおおむね1
月以上の負傷の場合
イ家財又は住居の被
害金額がその価値の
1/3以下の場合150万
円
ロ家財の損害があ
り、かつ、住居の損
害がない場合250万円
ハ住居が半壊した場
合　270万円
ニ住居が全壊した場
合  350万円

②世帯主の負傷がな
くい場合
イ家財に損害があ
り、かつ、住居の損
害がない場合150万円
ロ住居が半壊した場
合  170万円
ハ住居が全壊した場
合（二の場合を除
く）250万円
ニ住居の全体が滅失
若しくは流失した場
合350万円

利率　   年3％
償還期間　10年（内
据置3年）

（貸付方法）
借り入れ申し込みを
受けたときは、その
内容を検討のうえ、
被害の状況・所得等
の調査を行い貸し付
ける。

（目的）
自然災害により被害
を受けた世帯の世帯
主に対し、災害援護
資金を貸し付ける。

（対象者）
①町内に住所を有し
災害により住宅・宅
地等の被害を受けた
町民
（貸付額）
　１世帯につき１０
万円以上５０万円以
内で無利子とする。
（償還期間）
　３年以内（但し、
貸付けを受けた日か
ら１１月を据置期間
とする。）
（貸付方法）
　被災の翌月から６
月以内に罹災証明と
納税証明を添付して
申込む。７０歳以上
の者は連帯借受人を
加える。

災害弔慰金に関する
法律及び同法施行令
の規定に準拠し、暴
風豪雨等の自然災害
により死亡した町民
の遺族に対する災害
援護資金の貸付を行
う。
（内容）
①世帯主の療養に要
する期間がおおむね
１月以上の負傷の場
合
イ家財又は住居の被
害金がその価値の1/3
以上の場合150万円
ロ家財の被害があ
り、かつ、住居の損
害がない場合250万円
ハ住居が半壊した場
合270万円
ニ住居が全壊した場
合350万円

②世帯主の負傷がな
い場合
イ家財に損害があ
り、かつ、住居の損
害がない場合150万円
ロ住居が半壊した場
合170万円
ハ住居が全壊した場
合（ニの場合を除
く）250万円
ニ住居の全体が滅失
若しくは流失した場
合350万円

利率年３％
償還期間１０年（内
据置３年）

現行のまま新市に引き継
ぐ。

災害援護資金貸付

調　整　方　針 　・災害援護資金貸付は、現行のまま新市に引き継ぐ。

項　　　　　目

(目的）
自然災害により被害
を受けた世帯の町民
である世帯主に対し
て、その生活の立て
直しに資するために
災害援助金の貸付を
行う。

（内容）
①世帯主の療養に要
する期間がおおむね
１月以上の負傷の場
合
イ家財又は住居の被
害金がその価値の1/3
以上の場合150万円
ロ家財の被害があ
り、かつ、住居の損
害がない場合250万円
ハ住居が半壊した場
合270万円
ニ住居が全壊した場
合350万円

②世帯主の負傷がな
い場合
イ家財に損害があ
り、かつ、住居の損
害がない場合150万円
ロ住居が半壊した場
合170万円
ハ住居が全壊した場
合（ニの場合を除
く）250万円
ニ住居の全体が滅失
若しくは流失した場
合350万円

利率年３％
償還期間１０年（内
据置３年）

（貸付方法）
借り入れの申し込み
を受けたときは、そ
の内容を検討のう
え、被害の状況・所
得等の調査を行い貸
し付ける。

①災害救助法が適応さ
れた災害

②都道府県内におい
て災害救助法が適用さ
れた市町村が１以上あ
る場合の災害

③所得制限あり

④災害の程度により
350万円まで

⑤補助率
国2/3　県１/3

協　定　項　目 　　 ２３－１４　　その他の福祉事業



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表 住民健康福祉部会　　福祉分科会

川内市 樋脇町 入来町 東郷町 祁答院町 里　村 上甑村 下甑村 鹿島村 調整の具体的方針（案）

（目的）
暴風、豪雨等の自然
災害により死亡した
村民の遺族に対する
災害弔慰金の支払を
行う、自然災害によ
り精神又は身体に著
しい障害を受けた村
民に災害障害見舞金
の支給を行い、並び
に自然災害により被
害を受けた世帯の世
帯主に対する災害援
護資金の貸付を行
い、もって村民の福
祉及び生活の安定に
資する。

（見舞金）
①一般見舞金10万円
②特別見舞金200万円
③身体障害者になっ
た場合
　　2万円～100万円

支給額や支給要件に差異が
あることから、合併時に、
新たに制度等を制定する。

（目的）
非常災害に際し、そ
の罹災者に対し必要
な援護を行う。

（内容）
町内に住所を有する
災害弔慰金等に関す
る法律の適用を受け
ない災害による被災
者。

（見舞金）
①災害が原因で死亡
した場合
１人につき5万円
②住居が火災により
全焼または土砂完全
埋没、完全流出した
場合
１世帯につき5万円
③住居が風水害等に
より全壊した場合
１世帯につき3万円
④住居が半焼又は半
壊した場合
１世帯につき2万円
⑤住居が風水害等に
より床上浸水した場
合
１世帯につき１万円
⑥罹災により著しい
負傷者があった場合
１人につき5千円以内
⑦その他町長が特に
必要と認めたもの

（目的）
村民が災害により負
傷し、又は疾病にか
かり、治ったときに
対し災害見舞金を支
給する。

（見舞金）
①当該障害者が災害
により負傷し又は疾
病にかかった当時に
おいてその世帯主の
生計を主として維持
していた場合250万円
②その他の場合125万
円

（目的）
村民が災害により負
傷し、又は疾病にか
かり、直ったときに
対し災害見舞金を支
給する。

（見舞金）
①当該傷害者が災害
により負傷し又は疾
病にかかった当時に
おいてその世帯の生
計を主として維持し
ていた場合250万円
②その他の場合125万
円

（目的）
村民が災害により負
傷し、又は疾病にか
かり、直ったときに
対し災害見舞金を支
給する。

（見舞金）
①当該傷害者が災害
により負傷し又は疾
病にかかった当時に
おいてその世帯の生
計を主として維持し
ていた場合250万円
②その他の場合125万
円

（目的）　自然災害

（対象災害）
災害救助法による救助
が行われた災害

（見舞金）
①死亡
○自然災害
・生計の主100万円
・その他20万円
○火災
・生計の主20万円
・その他10万円

②負傷
・14日以上30日未満
１万円
・30日以上３万円

③住家の全壊又は全
焼
・持家１棟につき10万
円
・非持家2万円

④住家の半壊及び半
壊
・持家１棟につき5万円
・非持家世帯員１当り
１万円

（目的）
災害弔慰金等に関す
る法律の適用を受け
ない災害による被災
者に対し見舞金を支
給し、再起意識の助
長と福祉の向上に寄
与する。

（内容）
町内に住所を有する
災害弔慰金等に関す
る法律の適用を受け
ない災害による被災
者
①災害が原因で災害
発生後3月後以内に死
亡した場合
１人につき5万円
②災害が原因で負傷
し、７日以上入院し
た場合
1人につき5千円
③災害による住家の
全壊　基本額5万円
世帯1人増す毎に5千
円
④災害による住家の
半壊　基本額2万円
世帯１人増す毎に2千
円
⑤災害による住家の
床上浸水　基本額1万
円
世帯１人増す毎に2千
円
⑥受託の裏山が崩壊
し、住家に損害を与
えた場合において機
械処理による復旧で
除去処理１件当り10
万円を越えたとき
１件当り3万円

災害見舞金として当
初予算に５万円計上
ただし、条例・規則
無し

協　定　項　目

調　整　方　針

項　　　　　目

　　 ２３－１４　　その他の福祉事業

　・災害見舞金支給は、支給額や支給要件に差異があることから、合併時に、新たに制度等を制定する。

災害見舞金支給



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表 住民健康福祉部会　　福祉分科会

樋脇町 入来町 東郷町 祁答院町 里　村 上甑村 下甑村 鹿島村 調整の具体的方針（案）

（目的）
自然災害

(災害対象）
災害救助法に定める適
用基準（１号及び２号適
用）に該当する災害外
２対象

（支給額）
100万円

（負担割合）
被災者生活再建支援
基金1/2
国1/2

(根拠法）　被災者生
活再建支援法
（目的）
自然災害
(災害対象）
災害救助法に定める
適用基準（１号及び
２号適用）に該当す
る災害外２対象

（支給額）
100万円～５０万円

（負担割合）
被災者生活再建支援
基金1/2
国1/2

（目的）
支援法が適用される
区域については、国
より自立した生活の
再建を支援する。

（内容）
県内に支援法が適用
される市町村が１以
上ある自然災害にお
いて、支援法が適用
されない区域に係る
自然災害により、災
害を受けた被災者に
対しては、県より自
立した生活の再建を
支援する。
村の単独支援制度は
ないが、国・県制度
への進達業務を行
う。

（目的）
支援法が適用される
区域については、国
より自立した生活の
再建を支援する。

（内容）
県内に支援法が適用
される市町村が１以
上ある自然災害にお
いて、支援法が適用
されない区域に係る
自然災害により、災
害を受けた被災者に
対しては、県より自
立した生活の再建を
支援する。
村の単独支援制度は
ないが、国・県制度
への進達業務を行
う。

（目的）
支援法が適用される
区域については、国
より自立した生活の
再建を支援する。

（内容）
県内に支援法が適用
される市町村が１以
上ある自然災害にお
いて、支援法が適用
されない区域に係る
自然災害により、災
害を受けた被災者に
対しては、県より自
立した生活の再建を
支援する。
村の単独支援制度は
ないが、国・県制度
への進達業務を行
う。

現行のまま新市に引き継
ぐ。

（目的）
戦没者に対し追悼の意
を表し、式典を催す。

（会場）
市民会館ホール

（実績）
平成１４年度約２２０人

(目的）
県戦没者慰霊祭等の
慰霊行事に町遺族会
が参加する際、遺族
会と連絡調整を図
る。

（内容）
県で行われる戦没者
追悼式等に遺族会の
方々と連絡を取り職
員も一緒に随行し、
参列する。
町主催の追悼式等は
行っていない。

（内容）
県で行われる戦没者
追悼式等に遺族会の
方々と連絡を取り職
員も一緒に随行し、
参列する。
町主催の追悼式等は
行っていない。

（目的）
戦没者に追悼の意を
表すとともに、恒久
平和の確立に努力す
る決意を表す。

（名称）
祁答院町戦没者追悼
式

（内容）
・毎年１１月中旬
に、祁答院町慰霊塔
広場で開催
・無宗教、献花方
式、お菓子約２００
個
・参加者約２００人
・町遺族会より会員
に感謝状、記念品贈
呈毎年５人程度

（負担割合）
町10/10

（目的）
明治以降、戊辰の
役、台湾の役、十年
の役、日清・日露戦
争、済南事変、支那
事変、大東亜戦争で
１９７柱の里村出身
者の追悼式を４月１
日慰霊塔前で行う。

（内容）
戦没者合同慰霊の式
・黙祷
・慰霊のことば
・追悼のことば
・読経
・献花並びに焼香
・村長あいさつ
・遺族及び参列者に
は、里村社会福祉協
議会から案内

（目的）
先の大戦で亡くなら
れた、もとの軍人、
軍属の方に思いをい
たし、戦没者の慰霊
に追悼の誠を捧げ心
からご冥福を祈る。

（内容）
・黙祷
・慰霊のことば
・追悼のことば
・読経
・献花並びに焼香
・村長あいさつ

（目的）
　戦没者に追悼の意
を表すとともに、恒
久平和の確立に努力
する決意を表する。

（名称）
　下甑村戦没者追悼
式

（概要）
　毎年10月下旬に実
施
　仏式　　献花方式
　参列者遺族約100
人・職員3人

（事業の負担割合）
村10/10
社会福祉協議会へ委
託

（公共的団体）
下甑村社会福祉協議
会

（目的）
戦没戦災死亡者に対
して追悼の意を表す
ため、遺族及び関係
者が一同に会し、式
典を行う。実施は、
村社会福祉協議会が
自主財源で実施す
る。

主催者や開催時期が異なっ
ており、新市に移行後、速
やかに調整する。

項　　　　　目

戦没者追悼式等

協　定　項　目 　　 ２３－１４　　その他の福祉事業

被災者生活再建支援金支給

調　整　方　針
　・被災者生活再建支援金支給は、現行のまま新市に引き継ぐ。
　・戦没者追悼式等は、主催者や開催時期が異なっており、新市に移行後、速やかに調整する。



川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表 住民健康福祉部会　　福祉分科会

川内市 樋脇町 入来町 東郷町 祁答院町 里　村 上甑村 下甑村 鹿島村 調整の具体的方針（案）

（目的）
行旅病人・行旅死亡
人の取扱い事務
（事務手順）
①行旅病人
〇事情、生活状況、
経路を調査し困窮し
ている状況であると
判明された場合、隣
町までの交通費500円
を支給している。
②行旅死亡人
〇死亡時の状況、身
元確認に必要な死亡
人の容貌、特徴、遺
留物件等を記録した
うえで死体を火葬す
る。
〇身元不明の場合
は、身元確認のため
に記録した事項を主
務公署等の掲示板に
30日以上告示すると
ともに、官報、新聞
紙に広告する。
〇身元判明の場合
は、その存続人に又
は扶養義務者に若し
くは同居の親族に本
人の身元確認のため
の必要な事項を通知
する。
〇取扱い費用の徴収
（遺留金銭、有価証
券、相続人、扶養義
務者、県等）

（目的）
行旅死亡人の取扱い
事務
（事務手順）
①行旅死亡人
〇死亡時の状況、死
亡確認に必要な死亡
人の容貌、特徴、遺
留物件等記録したう
えで死体を火葬す
る。
〇身元不明の場合
は、身元確認のため
に記録した事項を主
務公署等の掲示場に
30日以上の告示する
とともに、官報等に
公告する。
〇身元判明の場合
は、その存続人に又
は扶養義務者に若し
くは同居の親族に本
人の身元確認のため
の必要な事項を通知
する。
〇取扱い費用の徴収
（遺留金銭、有価証
券、相続人、扶養義
務者、県等）

（目的）
行旅死亡人の取扱い
事務
（事務手順）
①行旅死亡人
〇死亡時の状況、死
亡確認に必要な死亡
人の容貌、特徴、遺
留物件等記録したう
えで死体を火葬す
る。
〇身元不明の場合
は、身元確認のため
に記録した事項を主
務公署等の掲示場に
30日以上の告示する
とともに、官報等に
公告する。
〇身元判明の場合
は、その存続人に又
は扶養義務者に若し
くは同居の親族に本
人の身元確認のため
の必要な事項を通知
する。
〇取扱い費用の徴収
（遺留金銭、有価証
券、相続人、扶養義
務者、県等）

現行のまま新市に引き継
ぐ。

（目的）
行旅病人・行旅死亡
人の取扱い事務
（事務手順）
①行旅死亡人
〇死亡時の状況、身
元確認に必要な死亡
人の容貌、特徴、遺
留物件等を記録した
うえで死体を火葬す
る。
〇身元不明の場合
は、身元確認のため
に記録した事項を主
務公署等の掲示板に
30日以上告示すると
ともに、官報、新聞
紙に公告する。
〇身元判明の場合
は、その存続人に又
は扶養義務者に若し
くは同居の親族に本
人の身元確認のため
の必要な事項を通知
する。
〇取扱い費用の徴収
（遺留金銭、有価証
券、相続人、扶養義
務者、県等）

（目的）
行旅病人・行旅死亡
人の取扱い事務
（事務手順）
①福祉事務所、警察
署等と連絡を取りあ
う。

（目的）
行旅病人・行旅死亡
人の取扱い事務
（事務手順）
①福祉事務所、警察
署等と連絡を取りあ
う。

（目的）
行旅病人・行旅死亡
人の取扱い事務
（事務手順）
①行旅病人
〇事情、生活状況、
経路を調査し困窮し
ている状況であると
判明された場合、隣
町までの交通費を支
給している。
②行旅死亡人
〇死亡時の状況、身
元確認に必要な死亡
人の容貌、特徴、遺
留物件等を記録した
うえで死体を火葬す
る。
〇身元不明の場合
は、身元確認のため
に記録した事項を主
務公署等の掲示板に
30日以上告示すると
ともに、官報、新聞
紙に広告する。
〇身元判明の場合
は、その存続人に又
は扶養義務者に若し
くは同居の親族に本
人の身元確認のため
の必要な事項を通知
する。
〇取扱い費用の徴収
（遺留金銭、有価証
券、相続人、扶養義
務者、県等）

項　　　　　目

行路困窮者の法外援助 （目的）行旅人・行旅病
人・行旅死亡人の取扱
い事務
（事務手順）①行旅人
〇社会福祉協議会の
助け合い資金より、旅
費・軽食の費用として７
00円を支給している。
②行旅病人（歩行する
ことができない行旅中
の病人で療養する方法
がなく、救護者もない
者）
〇被救護者の身元確
認に必要な本籍地、住
所又は居所、扶養義務
者・病人の容貌・特徴・
所有物を記録する。
〇被救護者の扶養義
務者・同居の親族等に
対し被救護者に対し被
救護者の引取りを行う
べき旨を速やかに通知
する。
〇扶養義務者又は同
居の親族がいないとき
等は、県に対し被救護
者の引取りを行うべき
旨を通知する。
〇取扱い費用の徴収
（所有金品、有価証
券、扶養義務者、県
等）
③行旅死亡人（旅行中
死亡し、かつ引取り者
がない者）
〇死亡時の状況、身元
の確認のために必要な
死亡人の容貌、特徴、
遺留物件を記録したう
えで肢体を火葬し、県
に報告する。
〇身元不明の場合は、
身元確認のために記録
した事項を主務官庁の
掲示板に告示するとと
もに、官報、新聞詩に
広告する。
〇身元判明の場合は、
その相続人に又は扶
養義務者に若しくは同
居の親族に本人の身
元確認のための必要な
事項を通知する。
〇取扱い費用の徴収
（遺留金品、有価証
券、相続人、扶養義務
者、県等）

（目的）
行旅病人・行旅死亡
人の取扱い事務
（事務手順）
①行旅病人
〇事情、生活状況、
経路を調査し困窮し
ている状況であると
判断された場合、隣
町までの交通費500円
を支給している。
②行旅死亡人
〇死亡時の状況、身
元確認に必要な死亡
人の容貌、特徴、遺
留物件等を記録した
うえで死体を火葬す
る。
〇身元不明の場合
は、身元確認のため
に記録した事項を主
務公署等の掲示板に
30日以上告示すると
ともに、官報、新聞
紙に公告する。
〇身元判明の場合
は、その存続人に又
は扶養義務者に若し
くは同居の親族に本
人の身元確認のため
の必要な事項を通知
する。
〇取扱い費用の徴収
（遺留金銭、有価証
券、相続人、扶養義
務者、県等）

協　定　項　目 　　 ２３－１４　　その他の福祉事業

調　整　方　針 　・行路困窮者の法外援助は、現行のまま新市に引き継ぐ。




